
　住宅金融支援機構は、「独立行政法人整理合理化計画」（平成19年 12月 24日閣議決定）及び「随意契約見直し計画」（平
成19年 12月策定）に基づき、競争性のない随意契約は真にやむを得ないものを除き、一般競争入札等に移行しました。
さらに、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年 11月 17日閣議決定）に基づき、外部有識者
を含む契約監視委員会等による契約の点検、見直しを踏まえた「随意契約等見直し計画」を新たに策定（平成22年6月）し、
これまでの取組を継続する他、一般競争入札等については一層の競争性の確保を図り、契約の適正化に取り組んでいます。

1．随意契約等の見直し計画
（1）競争性のない随意契約の見直し
　 　競争性のない随意契約については、平成19年度に策定した「随
意契約見直し計画」に基づき、競争性のない随意契約によること
が真にやむを得ないものを除き、一般競争入札等に移行している。

　 　このたび、平成 20年度に締結した競争性のない随意契約等に
ついて点検・見直しを行った結果は、以下のとおりである。

平成20年度実績 見直し後

件数 金額（千円） 件数 金額（千円）

競争性のある契約 （83％）
1,045

（94％）
49,054,414

（86％）
1,088

（95％）
49,655,482

競争入札 （24％）
304

（21％）
11,177,351

（28％）
356

（38％）
19,875,910

企画競争、
公募等

（59％）
741

（72％）
37,877,063

（58％）
732

（57％）
29,779,572

競争性のない随意
契約

（17％）
213

（6％）
3,253,661

（14％）
170

（5％）
2,652,593

合　計 （100％）
1,258

（100％）
52,308,075

（100％）
1,258

（100％）
52,308,075

（注 1）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの。
（注2）数値は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。
（注3） 上表の数値には、金融機関との間で継続的に行われている、住宅ローン債権の買取り、

団体信用生命保険及び金利スワップ取引並びに勤労者財産形成融資業務等の委託契
約は含まれていない。

（2）一者応札・一者応募の見直し
　 　平成 20年度において、競争性のある契約のうち一者応札・一
者応募となった契約について点検・見直しを行った。
　 　その結果を踏まえ、以下のとおりの契約の条件、手続き等の見
直し等を進めることにより、一層の競争性の確保に努める。

（平成20年度実績）

実　績 件数 金額（千円）

競争性のある契約 1,045 49,054,414

うち一者応札・一者応募 （10％）
102

（34％）
16,782,729

（注）上段（　％）は競争性のある契約に対する割合を示す。

（一者応札・一者応募案件の見直し状況）

見直し方法等 件数 金額（千円）

契約方式を変更せず、
条件等の見直しを実施（注1）

（46％）
47

（48％）
8,130,719

仕様書の変更 5 18,899

参加条件の変更 20 735,690

公告期間の見直し 33 8,049,247

その他 36 7,908,545

契約方式の見直し （12％）
12

（49％）
8,290,988

その他の見直し （40％）
41

（2％）
310,105

見直しの必要がなかったもの （2％）
2

（0％）
50,916

（注 1） 内訳については、重複して見直しの可能性があるため一致しない場合がある。
（注2）数値は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。
（注3） 上段（　％）は平成20年度の一者応札・一者応募となった案件に対する割合を示す。

2．随意契約等見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み
（1）契約監視委員会等による定期的な契約の点検の実施
　 　契約監視委員会等により、競争性のない随意契約、一者応札・
一者応募になった案件を中心に定期的な契約の点検を実施する。

（2）競争性のない随意契約等の見直し
　 　引き続き、真にやむを得ないものを除き、競争性のない随意契
約は締結しないものとする。

（3）一者応札・一者応募の見直し
　 　一般競争入札等について、より入札等に参加しやすい環境を整
備する観点から、引き続き、以下の取組みを進めること等により、
競争性の確保に努める。
　①入札手続きの効率化
　　 　入札に係る事務負担を軽減する電子入札を積極的に実施する。
　②仕様書の内容の見直し
　　ア 　事業者に関する参加条件は、業務内容に照らし真に必要性

の高いものに限り設定する。
　　イ 　既存のシステムのメンテナンス等に関する業務については、

入札参加にあたり必要となる設計書等の閲覧を可能とする。
　③入札等参加要件の緩和
　　ア 　過去に一者応札・一者応募となった案件等については、競

争参加資格の資格等級を全等級に拡げる。
　　イ 　入札等参加資格について、当機構の競争参加資格に加え、

国の各省各庁における競争契約の参加資格も対象とする。
　④十分な公告期間等の確保
　　 　業務内容に応じ、十分な公告期間及び業務開始までの準備期
間を確保する。

　⑤複数年度契約の活用
　　 　複写機等の賃貸借契約と保守契約等、同一の事業者が実施し
た方が効率的であり、かつ、当初の契約を締結した事業者がそ
の後の関連する契約に関する入札等において優位となると考え
られる一連の業務については、複数年度契約を活用し、一体的
に業務の発注を行う。

　⑥事業者からの聞き取り
　　 　入札説明書等を受領しながら、入札等へ参加しなかった事業
者から理由等を聞き取り、その内容を同種の入札等の手続改善
に適宜反映させる。

（4）予定価格の適切な設定
　 　引き続き、市場価格等の情報を幅広く収集し、適切な予定価格
を設定していく。

（参考）1（1）の表、注3に係る契約の概要については下表のとおりである。

項目 内容 契約形態 契約金額

住宅ローン債権の
買取り契約

民間金融機関が融資した長期固定の住宅
ローンにかかる債権を証券化するために
買取る契約

公募 7,247億円

団体信用生命保険契約

旧公庫融資及びフラット 35の借入者が
死亡又は高度障害になった時、保険金で
残債を弁済する制度のために保険会社と
締結する保険契約（JA関連については
全共連との共済契約）

公募及び競
争性のない
随意契約
（共済分）

1,203億円
（うち共済分：
44億円）

金利スワップ取引契約
住宅ローン債権の買取り時から、同債権
を担保とする債券の条件決定時までの金
利変動のリスクをヘッジするための取引

公募

スワップ取引に伴う
手数料等は発生しな
いため「契約金額」
は存在しない。

勤労者財産形成融資業
務委託契約等

雇用・能力開発機構及び福祉医療機構が
実施する労働者住宅設置資金業務委託契
約、勤労者財産形成融資業務委託契約及
び被保険者住宅貸付業務委託契約にかか
る借入申し込みの受理から貸付金の回収
までを金融機関に委託する業務

競争性のな
い随意契約 3.55 億円
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Ⅰ 役員報酬等について
1　役員報酬についての基本方針に関する事項
① 　平成23年度における役員報酬についての業績反映のさせ方
　 　期末手当について、独立行政法人住宅金融支援機構役員報酬規程第
5条第 3項により、「独立行政法人評価委員会が行う業務の実績に関
する評価の結果を勘案の上、その役員の職務実績に応じ、100分の
10の範囲内で理事長がこれを増額し、又は減額することができる。」
としている。

②　役員報酬基準の改定内容
理事長
副理事長
理事長代理
理事
監事

【俸給月額の引下げ】
国家公務員の指定職の給与改定に準じ、俸給月額の
引下げ（改定率△0.5％）を行った。

2　役員の報酬等の支給状況
役名

平成23年度年間報酬等の総額 就任・退任の状況
前職

報酬（給与） 賞与 その他（内容） 就任 退任

理事長
千円

19,729
千円

13,307
千円

3,722
千円

2,408
293

（特別地域手当）
（通勤手当）

4月 1日 ※

副理事長 千円
3,378

千円
2,853

千円
0

千円
525 （特別地域手当） 1月 1日 ◇

理事長代理
千円

17,863
千円

11,093
千円

4,571
千円

2,008
191

（特別地域手当）
（通勤手当）

4月 1日 ◇

理事A
千円

16,085
千円

10,044
千円

4,138
千円

1,818
85

（特別地域手当）
（通勤手当）

4月 1日 ◇

理事B
千円

16,286
千円

10,044
千円

4,138
千円

1,818
286

（特別地域手当）
（通勤手当）

3月 31日

理事C
千円

16,173
千円

10,044
千円

4,138
千円

1,818
172

（特別地域手当）
（通勤手当）

◇

理事D
千円

15,525
千円

10,046
千円

3,584
千円

1,818
77

（特別地域手当）
（通勤手当）

4月 1日 ※

理事E
千円

16,224
千円

10,044
千円

4,138
千円

1,818
224

（特別地域手当）
（通勤手当）

3月 31日 ※

監事A
千円

14,609
千円

9,090
千円

3,745
千円

1,645
129

（特別地域手当）
（通勤手当）

監事B
千円

14,643
千円

9,090
千円

3,745
千円

1,645
163

（特別地域手当）
（通勤手当）

＊

監事C
千円

14,046
千円

9,092
千円

3,183
千円

1,645
126

（特別地域手当）
（通勤手当）

4月 1日 ※

注1：「特別地域手当」とは、民間賃金が高い地域に在勤する役員に支給するもの。
注2：本表の「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付し、該当がない場合は空欄としている。
＊　→退職公務員
◇　→ 役員出向者（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第8条第1項の規定に基づき、独立行政法人等役員となるために退職をし、かつ、引き続き独立行政法人等役員として在職する者）
※　→ 独立行政法人等の退職者（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号。以下「独法等情報公開法」という。）の対象法人の退職者）
＊※→退職公務員でその後独立行政法人等の退職者

3　役員の退職手当の支給状況（平成 23年度中に退職手当を支給された退職者の状況）
区分 支給額（総額） 法人での在職期間 退職年月日 業績勘案率 摘要 前職

理事長
千円

6,124
年
4

月
0 H23.3.31 0.9

業績勘案率については暫定的な率（0.9）を適用しているものであり、
平成 22年度における業務の実績を評価する独立行政法人評価委員会
において決定する業績勘案率により確定する。

副理事長
千円

2,557
年
1

月
9 H23.3.31 1.0

業績勘案率については暫定的な率（1.0）を適用しているものであり、
平成 22年度における業務の実績を評価する独立行政法人評価委員会
において決定する業績勘案率により確定する。

＊

理事長代理
千円

4,864
年
4

月
0 H23.3.31 0.9

業績勘案率については暫定的な率（0.9）を適用しているものであり、
平成 22年度における業務の実績を評価する独立行政法人評価委員会
において決定する業績勘案率により確定する。

※

理事ア
千円

4,263
年
3

月
9 H23.3.31 0.9

業績勘案率については暫定的な率（0.9）を適用しているものであり、
平成 22年度における業務の実績を評価する独立行政法人評価委員会
において決定する業績勘案率により確定する。

＊

理事イ
千円

3,368
年
2

月
8 H23.3.31 1.0

業績勘案率については暫定的な率（1.0）を適用しているものであり、
平成 22年度における業務の実績を評価する独立行政法人評価委員会
において決定する業績勘案率により確定する。

＊

監事
千円

4,572
年
4

月
0 H23.3.31 1.0

業績勘案率については暫定的な率（1.0）を適用しているものであり、
平成 22年度における業務の実績を評価する独立行政法人評価委員会
において決定する業績勘案率により確定する。

※

注1： 「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由を記入している。
注2： 「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
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Ⅱ 職員給与について
1　職員給与についての基本方針に関する事項

①　人件費管理の基本方針

　独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103 号。以下「通則法」という。）第 30条第 1項の規定により、
当機構では、国土交通大臣が定めた平成 19年 4月 1日から平成 24年 3月 31日までの期間における中期目
標に基づく当該中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を作成し、国土交通大臣の認可を
受けている。
　この中期計画において、中期目標期間における人件費の基本方針を次のとおり定めている。
　ア 　一般管理費について、当機構の前身である住宅金融公庫並びに当機構が権利及び義務を承継した財団法

人公庫住宅融資保証協会の平成18年度の一般管理費に比べ、中期目標期間の最終年度までに15％以上削
減する。

　イ 　退職手当等を除く人件費について、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」
（平成 18年法律第 47号）を踏まえ、当機構の前身である住宅金融公庫並びに当機構が権利及び義務を承
継した財団法人公庫住宅融資保証協会の平成18年度の人件費を基準に、平成19年度から平成22年度ま
での4年間において、4％以上の削減を行う。

　　 　さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成 18年 7月 7日閣議決定）に基づき、
国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。

②　職員給与決定の基本方針
　ア　給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　通則法第 63条第 3項において、職員の給与の支給の基準は、法人の業務の実績を考慮し、かつ、社会一
般の情勢に適合したものとなるように定められなければならないとされていること、給与改定に当たっては、
法人の業務や運営のあり方等その性格に鑑み、法人の自律的・自主的な労使関係の中で、国家公務員の給与
見直しの動向を見つつ、必要な措置を講ずるよう政府からの要請（平成23年 10月 28日閣議決定）がある
こと等を踏まえながら給与水準を決定する。

　イ　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　通則法第 63条第 1項において、職員の給与は、その職員の勤務成績が考慮されるものでなければならな
いとされていることを踏まえながら、当機構の人事考課制度に基づき、勤務実績の評定結果は賞与及び定期
昇給へ、職員の級別の期待能力に照らした能力の評定結果は昇格へそれぞれ反映させている。
　また、法人の業務の実績については、部署単位で評価する内部評価制度を導入しており、これによる評価
結果を賞与へ反映させている。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕
給与種目 制度の内容

本俸 ・定期昇給は、1年間の勤務実績の評定結果を踏まえ決定する。
・昇格（昇格に伴う昇給）は、一定期間の能力の評定結果を踏まえ決定する。

勤勉手当 ・勤勉手当の支給割合は、6か月間の勤務実績の評定結果を踏まえ決定する。

　ウ　平成23年度における給与制度の主な改正点

・管理職手当の最高額の引下げ（140,000円→ 139,300 円）
・給与体系の見直しを含めた人事・給与制度の導入（平成24年度以降順次実施）
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2　職員給与の支給状況
①　職種別支給状況

区分 人員 平均年齢
平成23年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与
うち通勤手当

常勤職員
人

806
歳

43.6
千円

8,254
千円

6,195
千円

145
千円

2,059

事務・技術
人

805
歳

43.6
千円

8,257
千円

6,196
千円

146
千円

2,061

その他
人

1
歳

－　
千円

－　
千円

－　
千円

－　
千円

－　
注1： 常勤職員におけるその他の職種とは、電話交換手であるが、該当者が1人であり、当該個人に関する情報が特定されることから、人数以外は記載していない。
注2： 在外職員、任期付職員、再任用職員、非常勤職員及び常勤職員で上記に掲げる職種以外の職種（研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員））

は該当者がないため、記載を省略している。

②　年間給与の分布状況（事務・技術職員）

（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
四分位

平均
四分位

第1分位 第3分位
代表的職位 人 歳 千円 千円 千円

・本部課長 130 47.9 10,230 10,430 11,103
・本部係員 40 33.0 4,184 4,610 5,057

注：「本部課長」には、本部課長職に相当する標準的な職位が「グループ長」（本店）のものを掲げている。

③　職級別在職状況等（平成24年4月1日現在）（事務・技術職員）

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級

標準的な職位 係員 係員 副調査役 調査役 グループ長 部長
支店長

人員
（割合）

人 人 人 人 人 人 人

805 － 71 93 363 233 44
（8.8％） （11.6％） （45.1％） （28.9％） （5.5％）

年齢
（最高～最低）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

－ 46～ 24 59～ 26 59～ 30 59～ 38 57～ 47
所定内給与年額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ 4,375～2,808 5,392～3,157 7,061～4,005 9,216～5,555 10,355～8,052
年間給与額

（最高～最低）
千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ 5,708～3,736 7,086～4,202 9,362～5,347 12,644～6,659 13,958～10,876
注：1級の係員の該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「標準的な職位」を除き記載していない。

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（千円） (人）年間給与の分布状況（事務・技術職員）
14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

160

140

120

100

80

60

40

20

0
20‒23歳 56‒59歳52‒55歳48‒51歳44‒47歳40‒43歳36‒39歳32‒35歳28‒31歳24‒27歳

人数
平均給与額
第3四分位
第1四分位
国の平均給与額

④　賞与（平成23年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分 夏季（6月） 冬季（12月） 計

管理
職員

一律支給分（期末相当） ％
61.0

％
63.9

％
62.5

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％
39.0

％
36.1

％
37.5

最高～最低 ％
100.0 ～ 24.5

％
100.0 ～ 29.8

％
100.0 ～ 28.5

一般
職員

一律支給分（期末相当） ％
63.5

％
66.3

％
65.0

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％
36.5

％
33.7

％
35.0

最高～最低 ％
100.0 ～ 30.1

％
100.0 ～ 28.1

％
100.0 ～ 30.4

⑤ 　職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給
与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員）

対国家公務員（行政職（一）） 125.1

対他法人（事務・技術職員） 118.3

注： 当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準
（「対他法人」においては、すべての独立行政法人を一つの法人とみなした
場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を100として、法人が現に
支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員
項目 内容

指
数
の
状
況

対国家公務員　125.1

参考
地域勘案　　　　115.5
学歴勘案　　　　121.3
地域・学歴勘案　112.8

国
に
比
べ
て
給
与
水
準
が
高
く
な
っ
て
い
る
定
量
的
な
理
由

・ 当機構は、住宅金融公庫を前身とし、市場重視型の新たな住宅
金融システムを整備し、長期・固定の民間住宅ローンの安定的
供給を実現するための証券化支援業務を中心とする金融機関と
して平成19年 4月 1日に設立された法人である。

・ 証券化支援業務を中心とする当機構の業務を円滑かつ適切に遂
行するには、専門的な金融技術や金融業務に係る能力を有する
人材を確保し、定着させ、さらに、その能力を十分に発揮して
もらうための処遇を行うことが必要である。

・ こうした点から、当機構の給与水準については、Ⅱ－ 1－②－
ア「給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方」に記載
した給与水準の決定に際しての考慮事項を踏まえつつ、民間金
融機関等の例も参考にしながら判断している。

・ 下表は、当機構と職員数や支店数が同程度の規模の民間金融機
関等との比較表であるが、給与水準については概ね同水準と
なっている。

平均給与の比較（平成22年度）
職員数
（人）

支店数
（店舗） 平均年齢 平均給与

（千円）
当機構 944 11 42.8 歳 8,384

金融機関A 1,493 29 39.7 歳 7,709
金融機関B 1,505 18 40.3 歳 7,636
金融機関C 1,067 12 37.8 歳 7,690
金融機関D 1,102 10 38.3 歳 10,807

注： 民間金融機関等の平均給与等のデータは、有価証券報告書（平
成22年度）より抜粋。

注： 有価証券報告書に記載されている各民間金融機関等の平均給
与には、時間外勤務手当及び通勤手当が含まれているため、
上表の当機構の平均給与も時間外勤務手当及び通勤手当を含
んだものとしている。

・ 当機構の給与水準が国に比べて高いのは、勤務地が主に大都市
部に所在すること、業務の合理化・効率化を図り、組織・人員
を東京に集約化したこと（地域を勘案した場合は対国家公務
員指数は 116.7 → 115.5）や大卒以上の学歴の職員の割合が
高いこと（学歴を勘案した場合は対国家公務員指数は 121.8
→ 121.3、地域・学歴を勘案した場合は対国家公務員指数は
114.2 → 112.8）の影響が大きい。

【主務大臣の検証結果】
平成 23年度の検討結果を踏まえ、今後講ずる措置に加えて、国
家公務員の給与改定に準じた引き下げ措置についても確実に実施
し、さらに役職員の給与体系の在り方について、国民の理解と納
得が得られるよう更なる改善に抜本的に取り組む必要がある。

給
与
水
準
の
適
切
性
の
検
証

【国からの財政支出について】
支出総額に占める国からの財政支出の割合　3.1％
（ 国からの財政支出額　3,218 億円、支出総額　103,721 億円：
平成23年度決算）

【検証結果】
国からの財政支出額 3,218 億円のうち、2,226 億円については、
「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成 23年 7月 29日東
日本大震災復興対策本部決定）等に対応するために、補正予算に
より措置された補助金である。
また、国からの財政支出額のうち、平成 23年度当初予算で措置
された 992 億円については、当機構の前身である住宅金融公庫
の業務に関し、融資利用者からの任意繰上償還等に起因した収支
差の発生による補給金の措置等によるものであり、国からの補給
金については、「独立行政法人移行に向けた住宅金融公庫の業務の
改善・効率化等について（平成 17年 7月 6日策定）」（以下「経
営改善計画」という。）及び当機構の中期計画に基づき、第一期中
期目標期間の最終年度（平成 23年度）までに所要額を全て措置
した上で廃止している。

【累積欠損額について】
累積欠損額　2,496 億円（平成23年度決算）
※ 既往債権管理勘定：6,158 億円、既往債権管理勘定以外の勘定
合計：計上なし（利益剰余金：3,662 億円）

【検証結果】
既往債権管理勘定については、経営改善計画及び当機構の中期計
画に基づき、既往の住宅ローン債権の証券化等により調達した資
金を活用して財政融資資金の繰上償還を実施し、第一期中期目標
期間の最終年度（平成 23年度）までに国からの補給金について
所要額を全て措置した上で廃止している。
また、既往債権管理勘定以外の勘定については、合計で利益剰余
金を計上している。

講
ず
る
措
置

【措置の内容】
1．機構における取組状況（平成18年度～平成23年度）
給与水準の適正化については、当機構の前身である住宅金融公庫
の時代から以下のとおり取り組んでいる。

（1）公庫における取組状況（平成18年度）
・本俸を平均6％引下げ（管理職は平成17年 10月先行実施）
・平均昇給率を国家公務員の1/2程度に抑制
（2）機構における取組状況（平成19年度～）
<平成 19年度>
・ 本俸を平均5.03％引下げ
・ 賞与の年間支給月数を0.3か月引下げ（4.75か月→4.45か月＊）
　＊平成19年 4月 1日現在の年間支給月数ベース
<平成 20年度>
・ 業務職（平成19・20年度に総合職から業務職に転換した職員）
本俸の平均5％引下げを実施

<平成 21年度>
・ 業務職（平成 21年度に総合職から業務職に転換した職員）本
俸の平均5％引下げを実施

・ 本俸月額及び賞与支給月数の引下げ
　 国家公務員の給与改定に準じ、本俸月額の引下げ（平均改定率
△ 0.24％）及び賞与支給月数の引下げ（△ 0.35 か月（4.50
か月→ 4.15 か月））を実施

<平成 22年度>
・ 業務職（平成 22年度に総合職から業務職に転換した職員）本
俸の平均5％引下げを実施

・ 業務職（住宅金融公庫時代に非転勤職であった職員）本俸の現
給保障を打ち切り（平成19年 3月比で 5％引下げ）

・ 管理職手当の支給区分を見直し（支給総額ベースで約 3％引下
げ）

・ 本俸月額及び賞与支給月数の引下げ
　 国家公務員の給与改定に準じ、本俸月額の引下げ（平均改定率
△ 0.19％）及び賞与支給月数の引下げ（△ 0.20 か月（4.15
か月→ 3.95 か月））を実施

<平成 23年度>
・ 管理職定年制（平成 23 年度末に 55 歳超となる職員を対象）
の実施

・ 管理職手当の最高額の引下げ
・ 給与体系の見直しを含めた人事・給与制度の導入（平成 24年
度以降順次実施）

2．機構において今後講ずる措置
<平成 24年度>
・ 給与表の最高号俸を 81号俸に短縮したことに伴う該当職員の
定期昇給停止

<平成 26年度>
・ 従来の職種（業務職）を廃止し、新職種（ビジネスキャリア職）
を創設（給与水準は従来と比較し、概ね1割程度引下げ）

【現状における効果及び今後の対国家公務員指数の見込み】
給与水準の適正化に向けた取組の結果、平成 23年度は平成 17
年度の水準に比べ地域・学歴考慮後で 13.2 ポイント（年齢のみ
を勘案した場合は9.9 ポイント）低下している。
今後は平成 28年度までに地域・学歴を勘案した対国家公務員指
数を国家公務員と同程度としていくことを目指し、平成 23年度
に導入した給与体系の見直しを含めた人事・給与制度等を平成
24年度以降着実に実施する。

【平成24年度に見込まれる対国家公務員指数】
対国家公務員指数　125.1 を下回る程度
年齢・地域・学歴勘案　112.8 を下回る程度
（※平成24年度の指数は国家公務員の給与の改定及び臨時特例に
関する法律（平成 24年法律第 2号）に基づく措置を実施しない
場合に見込まれる指数である。）

そ
の
他
参
考
と
な
る
事
項

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合について】
0.1％（給与、報酬等支給総額　80億円、支出総額　103,721
億円：平成23年度決算）
※ 支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合は、絶対水準と
して小さい。

【管理職の割合について】
31.4％（事務・技術：平成24年 4月 1日現在）
※ 国の管理職割合は 15.4％（「平成 23年国家公務員給与等実態
調査」（人事院）における行政職俸給表（一）6級以上の割合）。

※ 今後も、管理職への登用についてはより厳格に行っていくこと
とする。

【大卒以上の学歴者の割合について】
82.1％（事務・技術：平成24年 4月 1日現在）
※ 国の大卒以上の学歴者の割合は 52.6％（「平成 23年国家公務
員給与等実態調査」（人事院）における行政職俸給表（一）の適
用を受ける国家公務員で大学卒の者の割合）。

※ 当機構の業務（当機構の前身である住宅金融公庫の業務を含む）
を円滑かつ適切に遂行するには、専門的な金融技術や金融業務
に係る能力を有する人材の確保が必要であり、採用を大卒以上
を中心に行っていることから、当該学歴者の割合が高くなって
いる。
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Ⅲ 総人件費について
区分 当年度

（平成23年度）
前年度

（平成22年度） 比較増△減 中期目標期間開始時
（平成19年度）からの増△減

給与、報酬等支給総額 千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（A） 8,047,255 8,096,813 △ 49,558 （△ 0.6） △ 835,688 （△ 9.4）
退職手当支給額 千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（B） 210,738 570,141 △ 359,403 （△ 63.0） △ 890,506 （△ 80.9）
非常勤役職員等給与 千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（C） 963,690 963,510 180 （0.0） △ 438,555 （△ 31.3）
福利厚生費 千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（D） 1,183,422 1,234,694 △ 51,272 （△ 4.2） △ 259,319 （△ 18.0）
最広義人件費 千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（A＋B＋C＋D） 10,405,105 10,865,158 △ 460,053 （△ 4.2） △ 2,424,068 （△ 18.9）

総人件費について参考となる事項
○ 給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の対前年度増減理由
　・ 給与、報酬等支給総額については、職員数の減を主な要因として、対前年度比で約 0.5 億円（0.6％）の減となった。また、
最広義人件費については、退職手当支給額の減を主な要因として、対前年度比で約4.6 億円（4.2％）の減となった。

○ 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）及び「行政改革の重要方針」（平
成17年12月 24日閣議決定）による人件費削減の取組の状況
　① 中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項
　　・ 人件費（退職手当等を除く。）については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18

年法律第 47号）を踏まえ、平成 18年度の住宅金融公庫の人件費（機構が権利及び義務を承継した保証協会に係る人件費
を含む。）を基準に、平成19年度から平成22年度までの4年間において、国家公務員に準じた人件費削減に取り組むこと。
また、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、役職員の給与について必要な見直しを行うこと。さらに、「経済財政運営と構造
改革に関する基本方針 2006」（平成 18年 7月 7日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成
23年度まで継続すること。

　② 中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針
　　・ 人件費（退職手当等を除く。）については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18

年法律第 47号）を踏まえ、平成 18年度の住宅金融公庫の人件費（機構が権利及び義務を承継した保証協会に係る人件費
を含む。）を基準に、平成19年度から平成22年度までの4年間において、4％以上の削減を行う。

　　　 また、国家公務員の給与構造改革を踏まえて、役職員の給与について必要な見直しを行う。
　　　 さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成 18年 7月 7日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革

を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。
　③人件費削減の取組に係る進捗状況
　　・ 給与水準の適正化に向けた取組（賞与の年間支給月数の引下げ等）及び職員数の減を主な要因として、中期計画において設

定した削減目標を上回る削減率となっている。

総人件費改革の取組状況（人件費）

年度 基準年度
（平成18年度） 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

給与、報酬等支給総額（千円） 9,755,681 8,882,943 8,580,740 8,384,312 8,096,813 8,047,255
人件費削減率（％） △8.9 △ 12.0 △ 14.1 △ 17.0 △ 17.5

人件費削減率（補正値）（％） △9.6 △ 12.7 △ 12.4 △ 13.8 △ 14.1
注 1： 当機構は平成19年 4月 1日に設立された法人であるため、総人件費改革における人件費削減の基準年度は平成18年度となっている。
注2： 平成 18年度の給与、報酬等支給総額は、当機構の中期計画における人件費削減の基準額の規定に基づき、当機構の前身である住宅金融公庫並びに当機構が権利及び義務を承継

した財団法人公庫住宅融資保証協会におけるものを記載している。
注3： 「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年 12月 24日閣議決定）による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。

【主務大臣の検証結果】
「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）において、平成18年度以降の5
年間で人件費を5％以上削減すること及び「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年 7月7日閣議決定）に
おいて、人件費改革を2011年度まで継続するとされているところ、当該法人においては既に達成済みであり、適正に取り組んでいる。

Ⅳ 法人が必要と認める事項
　国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成 24年法律第 2号）に基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、
以下の措置を実施又は実施予定である。
【役員】
・ 平成24年4月から国家公務員に準じた率（俸給月額の削減率9.77％）で、本来の支給額からの減額を実施した（平成26年3月まで）。
・国家公務員の給与見直しに準拠して、平成 24年 3月に俸給月額を平均 0.5％引き下げた（23年 4月分から 24年 2月分につ
いては平成24年 3月俸給で調整）。

【職員】
・国家公務員に準じた措置を講ずるべく、労使交渉中である。
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